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更新年月（３回目）

平成３０年３月

更新年月（４回目）

平成３１年３月

更新年月（５回目）

Ｃ 87 水稲 0.2

更新年月（１回目）

美里町

町上・町下・中田・成田・上戸
１・上戸２・原・高城・荻埣
南・荻埣北・上平針・六軒丁・
中川前・下平針・軍城上野・田
中谷地中

平成２６年３月

水稲

更新年月（２回目）

平成２７年３月 平成２９年３月

野菜 1.1

平成２６年１月

5

水稲 22.6 水稲 8.2

○名 低コスト化大豆 13.7 大豆 13.7

5○ 低コスト化大豆 23.0

園芸

貸付時期

現状
〔令和元年度〕

1.6

3.8

経営規模の合計
（ha、頭数等）

計画
〔令和5年度〕

経営規模の合計
（ha、頭数等）

水稲

経営内容
（作目）

貸付け等を
希望する
農地面積経営内容

（作目）

農地中間管理機構への貸付希望の有無

集落・地域
の耕地面積

674 ha

担い手への農地集積・集約化や後継
者確保が十分行われており、「近い
将来農地の出し手となる者と農地」

はない農地面積

　当地域は、江合川水系に属する平坦な水田地帯であり、大部分の水田が、５０ａから１ｈａ区画に整備され、水利条件及び耕作条件に恵まれていることから、米、大豆を中止とした土地利用型作物による営農体系が確立されている。地域の農
業経営体の現状は、農業法人や集落営農組織、個人経営体（認定農業者）を中心に農業経営を展開しているが、高齢化や後継者不足等の問題がある。

１．地域の人と農地の現状

年齢

（近い将来農地の出し手となる者と農地）

近い将来農地の
出し手となる者と農地

（氏名）

農地中間管理
機構からの借
入希望の有無

農事組合法人
サンファームあがと

水稲 40.0

経営規模
（ｈａ、頭数

等）

経営内容
（作目）

後継者の有無

活用が見込まれる施策

経営内容
（作目）

法 名 －

経営者・代表
者の年齢

人 ・ 農 地 プ ラ ン

２．今後の地域の中心となる経営体（中心経営体）

構成員
（従業員）

集 成田営農生産組合

64

68 才 9

属性

名

経営体
（氏名）

才 18

法

－

農事組合法人
タカギ農産

59 才 11

水稲 18.6

大豆 6.9

水稲 16.0
低コスト化
法人化の取組

5
大豆 7.0

取組
年度

強い農
業・担い
手育成総
合支援事
業

低コスト化・
法人化
等の取組

経営規模
（ｈａ、頭数

等）

現状
〔平成３０年度〕

計画
〔令和５年度〕

新規就農・
６次産業化・
高付加価値化・
複合化・ 備考

農業次世
代人材投
資事業
（開始
型）

市町村名 集落／地域名 当初作成年月

－

Ａ

Ｂ 67

67

スーパーL
資金の金
利負担軽
減措置

その他
（
）

更新年月（６回目）

令和２年３月

〔国、都道府県に報告する場合は、農業者名を記載しますが、集落・地域で使用する場合は匿名とすることができます。〕
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低コスト化 5ha－ 野菜 0.7 ha 野菜 0.7

飼料用米 1.0 園芸 0.5

― Ｄ 27 才 1 名

低コスト化 5 ○有

水稲 8.0 水稲 12.0

○大豆 2.2 新規需要米 5.0認農 認定農業者Ｃ 71 才 2 名

新規需要米 2.0 新規需要米 2.0

肥育牛 11 肥育牛 15

○ 低コスト化 5 ○名 有

水稲 2.3 水稲 5.0

飼料用米 3.9 飼料用米 5.0

認農 認定農業者Ｂ 70 才 2

－ 低コスト化 5
水稲 7.3 水稲 10.0

○認農 認定農業者Ａ 71 才 1 名

大豆 大豆

野菜 野菜

○ 低コスト化 5有

水稲

86.2 ha

水稲

88.2

野菜 3.4 野菜 3.5

法
農事組合法人

中埣ファーム育み
65 才 27 名

低コスト化
法人化の取組

4－

水稲 19.9 水稲 20.0

○大豆 6.3 大豆 6.5集 田中谷地中営農生産組合 70 才 9 名

大豆 17.1 大豆 18.0

低コスト化
法人化の取組

2名 －
水稲 22.2 水稲 24.0

大豆 9.0 大豆 11.0

集 下平針営農生産組合 64 才 10

－
低コスト化
法人化の取組

2
水稲 14.1 水稲 16.0

集 新城野営農生産組合 67 才 11 名

大豆 15.2 大豆 10.0

野菜 1.0

－
低コスト化
法人化の取組

1

水稲 15.6 水稲 24.0

集 六軒丁営農生産組合 71 才 21 名

大豆 13.2 大豆 8.0

園芸野菜 2.3 園芸野菜 3.0

－
低コスト化
法人化の取組

3

水稲 27.0 水稲 20.0

○

園芸野菜 0.1 園芸野菜 1.0

集 荻埣北生産組合 62 才 14 名

2集 荻埣南営農生産組合 67 才 33
飼料用米 5.0

－

水稲 29.2 水稲

大豆 13.9 大豆

36.0

低コスト化
法人化の取組

10.0
名
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飼料用米 4.2

5 ○

水稲 15.8 水稲 22.0

○ 低コスト化大豆 4.6 新規需要米 3.0 ○法
農事組合法人
ﾅｶｿﾞﾈﾊｰﾍﾞｽﾄ

46 才
6
(12)

名 有

法
農事組合法人
中田アグリ

71 才 18 名 有

水稲 0.0 水稲 28.8

○ 低コスト化 5

野菜 1.0

○ ○大豆 0.0 大豆 20.0

○法 株式会社舞台ファーム 58 才
45

(うちパー
ト22）

名 5 ○ ○ ○有
園芸 0.0 園芸 4.5

水稲

大豆

8.2

4.5

産地生産基盤パワー
アップ事業

高付加価値化
低コスト化

7
水稲

大豆

9.0

4.5
認農 才63 2 名認定農業者Ｅ 低コスト化



中心経営体は十分確保されている　／　中心経営体はいるが十分ではない　／　中心経営体がいない

・集落営農組合を法人化し農地を集積し、地域農業の担い手として位置付けする。

・集落営農組織の法人化に合わせ、各経営体が所有、管理している機械設備は可能な限り有効活用し、更新にあたっては整理統合を行い、生産コストの削減と効率的な機械利用を行う。

・集落営農組織の法人化により、余剰労力を有効活用した園芸作物の取組を行う。

・当地域は畜産経営も盛んであり、畜産農家と連携し資源循環型農業の確立を図る。

・営農組合と個別経営体の協力体制を築き、農地の保全を行う。

５．４についての農地中間管理機構の活用方針
取組事項

４．将来の農地利用の在り方

対応

新規参入を促進して、新規参入者に集積・集約化する

３．２から見た中心経営体の確保状況

耕作放棄地を解消する ○

農業をリタイア・経営転換する人は、原則として農地中間管理機構に貸し付ける

地域の農地所有者は、原則として農地中間管理機構に貸し付ける ○

その他[右欄に自由に記載]

その他[右欄に自由に記載]

担い手の分散錯圃を解消するため利用権を交換しようとする人は、原則として農地中間管
理機構に貸し付ける

取組事項 対応

担い手に集積・集約化する ○

担い手の分散錯圃を解消する ○

６．今後の地域農業の在り方


